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jh220051 
合成人口プロジェクト：mdxによる合成人口データベースの構築 

 
村田忠彦（大阪大学） 

 
概要 

 本研究課題では，リアルスケール社会シミュレーション（RSSS: Real Scale Social Simulation）

の基盤を構築するため，国勢調査をもとに日本全体の市区町村ごとの世帯構成員を含む人口を合成

するとともに，合成された人口を RSSS で活用するためのデータベースの作成に取り組んでいる．

RSSS とは，実際の規模の世帯構成をもつ人口データを用いた社会シミュレーションである．今年

度の研究課題の目的は，JHPCN の枠組みでは計算資源へのアクセスが共同研究参画者のみに限られ

ているため，共同研究外の研究者のデータの利用申請を合成人口使用許諾審査委員会で承認した上

で，必要なデータを直接ダウンロードできる枠組みを構築することである．本年度の mdx 上でのデ

ータベース構築の取組みにより，一層多くの研究者が，合成人口データを活用できる環境の構築を

目的とする． 

 
1. 共同研究に関する情報 

(1) 共同利用・共同研究を実施している拠点名 

北海道大学 情報基盤センター 

東京大学 情報基盤センター 

大阪大学 サイバーメディアセンター 

mdx 

 

(2) 課題分野 

データ科学・データ利活用課題分野 

 

(3) 共同研究分野 

超大規模数値計算系応用分野 

超大規模データ処理系応用分野 

 

(4) 参加研究者の役割分担 

総括・人口合成アルゴリズム 

 村田忠彦・原田拓弥・李 皓 

人口合成プログラム配備 

 伊達 進 

mdx 環境整備・合成人口 DB 構築・運用 

 棟朝雅晴，杉木章義，塙 敏博 

合成人口 DB インタフェース 

 市川 学，後藤裕介 

2. 研究の目的と意義 

 本研究プロジェクトでは，実規模の社会を

対象としたリアルスケール社会シミュレー

ション（RSSS: Real Scale Social Simulation）
を実現するための世帯単位の人口データの

合成を行っている．実際の地域を対象とした

シミュレーションを実行するためには，対象

となる地域の人口データが必要不可欠とな

る．しかし，世帯構成員の年齢・性別・従業

する産業分類・企業規模・所得などは個人情

報であり，研究者が利用することは困難であ

る．そこで，本研究プロジェクトでは，公開

されている都道府県，市区町村，町丁目単位

の人口統計を用いて，対象とするコミュニテ

ィの仮想的な世帯個票データを合成してい

る．公開されている統計に合致する合成人口

データは，多様な組合せが考えられるが，多

様な組合せの人口データを合成することに

より，同じ住居に異なる世帯構成を割り当て

られる．同一住居に割り当てられたどの世帯

が正しい世帯であるか（もしくは，いずれの

世帯も正しくないか）は，その住居の実際の

居住者以外にはわからないため，個人情報を
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秘匿することが可能となる．2019 年度から

JHPCN において，合成人口プロジェクトを

開始し，すでに 2000 年，2005 年，2010 年，

2015 年の国勢調査に基づく人口合成を完了

し，データの提供を開始している． 
 2019 年末に勃発したコロナ禍において，

世界各国で感染シミュレーションを行うた

め，対象とする国や地域の人口合成が行われ

ている．その中で，国単位の合成人口データ

を研究者向けに利用可能にしているのは，ア

メリカ，イギリス，ベルギー，日本の４カ国

のみであり，地域や国のシミュレーションを

実施する上で，世界的に重要な技術になりつ

つある．国が主導して収集している統計とし

て，日本では，人口 20 万人以上の自治体で

は１歳階級の人口統計が，20万人未満の自治

体では5歳階級の人口統計が公開されている．

さらに 20 万人以上，市部，郡部別に 1 歳階
級の夫婦年齢差が，都道府県単位で 1歳階級
の父子年齢差，母子年齢差が公開されている．

さらに，町丁目別の 5歳階級の人口統計，世

帯人員別世帯数，家族類型別世帯数，家族類

型別人口が公開されている．これらの人口統

計を都道府県単位で一括して重ね合わせる

ことにより，都道府県，市区町村，町丁目の

特徴を保持しながら仮想的な世帯構成を合

成している．日本ではこれらの統計を e-Stat
を用いて公開しており，市区町村単位の統計

や5歳階級別の統計のみから合成している人

口データよりも高品質な人口データの合成

が可能となっている． 

 今年度の研究課題では，mdx 上で合成人口

DB インタフェースを構築するため，608vCPU

で仮想ディスク 100GB の環境を確保し，北海

道大学で運用している合成人口データをコ

ンテナ化することにより，mdx の Kubernetes

上に移動させ，保護レベル別合成人口データ

ベースの構築を目指した． 具体的には，本研

究課題の参加研究者であり，jh220058の研究

代表者でもある杉木らが取り組む「次世代学

術情報基盤に向けた基盤ソフトウェアの実

践的な研究・開発・評価」課題で構築された

「高性能 Kubernetes環境」の上で，データベ

ースサーバを構築する．  

3. 当拠点の公募型研究として実施した意義 

本プロジェクトは，2017 年と 2018 年に大

阪大学サイバーメディアセンター公募型利

用制度「若手・女性研究者支援萌芽枠」で開

始し，2019 年度から JHPCN で合成人口デー

タに関する共同研究を実施している．研究代

表者の村田は，2020 年 4月から 2022 年 3月

まで関西大学研究拠点形成支援事業を実施

し，経済学・社会学・情報学・医療の分野へ

の合成人口データの利活用の研究を推進し

た． 2020 年 7月には，新型コロナウイルス

蔓延に伴って内閣官房が公募した COVID-19 

AI・シミュレーションプロジェクトに採択さ

れ，感染症対策シミュレーションに合成人口

データを提供し，現在も継続して，データの

提供を行なっている．さらに，2020 年 11月

には JST未来社会創造事業探索研究に採択さ

れ，「社会政策立案に向けたマルチスケール

ABSS 手法」にデータを提供し，様々な分野

の社会シミュレーションへの展開を行なっ

た．その結果，2023 年 4月には JST未来社会

創造事業本格研究に採択され，自治体向けの

社会シミュレーションを展開するべく，プロ

ジェクトを始動している． 

本プロジェクトにより合成された人口デ

ータは，すでに本プロジェクトの共同研究者

が所属する岩手県立大学，芝浦工業大学，静

岡大学，大阪大学以外に，北海道大学，青山

学院大学，筑波大学，東京大学，東京工業大

学，国際医療福祉大学，京都大学，奈良先端

科学技術大学院大学，神戸大学，国立保健医

療科学院，聖路加国際病院，国立情報学研究

所から問合せをうけ，合成人口データの配布

を行なっている．それらの研究機関では，科

学研究費基盤研究 A，基盤研究 B，基盤研究

Cなどの研究プロジェクトも展開されており，  
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大阪府高槻市 

 

 

出典：国土交通省 
基盤地図情報 

 都道府県 ID:27 大阪  市区町村 ID:27207 高槻 町丁目 ID:27207209002 霊仙寺町 2 丁目 

緯度 34.876799 経度 135.575662 

      
世帯 ID:5 世帯類型 ID:4 女親と子供世帯 世帯人員数 2 

   
個人 ID:7 年齢 38 性別 ID:1 女性 役割 ID:21 子供（女性） 

所得（月額）300,000 円 産業分類 ID:90 I 卸売業•小売業 

雇用形態 ID:10 一般労働者 企業規模 ID:1000 1000 人以上 

    
個人 ID:8 年齢 76 性別 ID:1 女性 役割 ID:11 妻・女親 

所得（月額）0 円 産業分類 ID:N/A N/A 

雇用形態 ID:N/A 非就業者 企業規模 ID:N/A N/A 
 

図１：合成人口データの世帯情報（大阪府高槻市霊山寺町のサンプル） 

 

表１：データ保護レベル 
 

データ 

保護レベル 
粒度 就業状況と所得※1 対象※2 

1 都道府県 × 学部生 

2 市区町村 × 学部生 

3 都道府県 ○ 院生 

4 市区町村※3 ○ 院生 

5 町丁目 × 院生 

6 位置情報 × 研究者 

7 町丁目 ○ 研究者 

8 位置情報 ○ 研究者 

※1 研究内容により就業状況のみのデータ提供の場合がある． 

※2 研究内容により，高いレベルのデータ提供も考慮する． 

※3 人口 1,000 人未満の市区町村を除く． 

 

 
図２：合成人口ダウンロード用インタフェース 

 

多様な形で合成人口データの活用に取り組

まれている． 

4. 前年度までに得られた研究成果の概要 

2019 年度は，大阪大学の計算機を用いて，

図１のような日本全国の個票データを国勢

調査に基づいて合成した．図１は大阪府高槻

市にある建築物に居住する世帯の一例であ

る．現在，表１のデータ保護レベルにしたが

って色分けされた属性を含めるかどうかを

決定して，データの提供を行っている．さら

に，北海道大学のインタークラウドシステム

を用いて，図２のように地図上で自治体を指

定して世帯や就業者の情報をダウンロード

できるシステムを構築した．北海道大学で継

続的にデータベースを維持すると共に 2020

年 2月から共用ストレージにてバックアップ

を行っている． 

2020 年度は以下の研究を推進した． 

・合成世帯の建物へのマッピング[文献 D,E] 

・施設世帯を含めた人口合成 

・人口動態に関する研究 

・シミュレーションプラットフォーム開発 

・救急医療の環境整備に関する研究 

・新型コロナウイルス感染症に関する研究 

・地震時の避難行動に関する研究 

・ベーシックインカムに関する研究 

2021 年度は，次の２つの課題に取り組んだ． 

１）就業者・通学者の就業地・通学地の確率

的な割り当て 

従業地割当てアルゴリズムの精緻化と自

動化に取り組んだ．本研究の成果は高く評価

され，2021 年度計測自動制御学会第 27 回社会

システム部会において優秀賞を受賞し，2022 年 
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表２：割当てる属性と使用する統計表の出典 
 

 
 

度には IEEE Transactions on Computational 

Social Systems に論文が採択[4]され，AAAS 

Eurek Alert![31]および芝浦工業大学[32,34]，

関西大学[33]からプレスリリースが発表され

た．まず，国勢調査から得られる常住地に

よる従業市区町村別就業者数の分布比率

に基づいて各従業地（市区町村）に割当て

る人数を決定する．表２の表 Aより，就業
者の常住地（市区）別，産業分類別，従業

地（市区町村）別の構成比が得られ，これ

に比例した人数の合成人口データを無作

為に抽出することで従業地（市区町村）を

割当てる．これが公開されていない市町村

においては，表 Bおよび表 Cを用いて段階
的に割当てる手法を提案した．	
次に，表 Dを用いて，割当てた従業地（市
区町村）において，経済センサス-基礎調査
を用いてさらに詳細な小地域への割当て

を行った．  
２）建造物の利用用途推定 

前年度に開発した pix2pix の文献[D,E]の
手法を用いて空中写真から住宅の利用用

途を判別するアルゴリズムを用いて，合成

人口データの適切な割り当てを試みた．建

物を含む空中写真として，国土地理院が提

供する 2007 年の電子国土基本図，住宅の
利用用途の正解情報として，首都圏（2005
年，267,313 画像），中部圏（2003 年，
115,195画像），近畿圏（2008年，125,336
画像）の宅地利用動向調査の結果を用いる．

なお，各画像は，世界地図を Zoom	0 とす
る Zoom18の範囲で，256X256の画素数を
もつ．	
具体的には，Pix2Pixの Generatorとして
採用されている U-Netを用いた学習と評価
を行なった．建物の用途のデータと航空写

真を用いて，深層学習モデルのひとつであ

る U-Netを訓練し，建物の用途を判別する．	
U-Net の挙動を決定するハイパーパラメー
タである水増しの有無，重み付けの有無，

バッチサイズ，Dropout	Rate，Learning	Rate
の５つのパラメータの組合せを大阪大学

の OCTOPUS を用いて探索した．予備実験
により学習にかかるエポック数は100程度
が適切であることが分かったため，各パラ

メータの組合せごとの学習時間は約 90 時
間となった．パラメータの探索の結果，水

増し有り，重み付け無し，バッチサイズ 64，
Dropout	Rate0.02，Learning	Rate	2.00	X	10
がもっとも高い正答率を与える組合せで

あった．	
探索されたハイパーパラメータを用い

た U-netにより判別された用途に基づいて，
合成人口の各世帯を居住する建物に割り

当てることで住所情報を与える．首都圏と

中部圏のデータを用いて U-Net を訓練し，
近畿圏のデータで評価したところ，近畿圏

の建物（面積	 25 m2 以上）の内，82.8 %の
用途を正しく判別できた．	
次に，割り当て結果と現実のデータの整

合を確認するため，総務省統計局により提 供される住宅・土地統計調査の内，京都府
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京都市伏見区の住宅から駅までの距離デ

ータを用いた．このデータは	 200m 未満や，
200m 以上	 500m 未満などの駅からの距
離の階級ごとの住宅数を提供している．先

行研究の合成人口 117,519世帯が有する住
所情報と，本研究で与えた住所情報それぞ

れを用いて，京都市伏見区の住宅 125,390
棟の駅までの距離の分布を計算した．階級

ごとに相対度数を算出したところ，合成人

口による割当て誤差は 16.8%であったが，
提案手法を用いた割当て誤差は 15.4%とな
った．本課題で実行した提案手法の割当て

手法の方が，合成人口の割当て手法と比較

して，住宅土地統計との相対度数の絶対値

誤差を 1.4%削減（約 1,755棟分）すること
ができた．	
 このように，本プロジェクトでは，１）合

成人口データの利活用を研究者コミュニテ

ィに呼びかけつつ，２）合成人口データの精

度向上と属性の追加，３）合成人口データを

用いた大規模シミュレーション環境の構築，

４）合成人口データを用いたアプリケーショ

ンの開発を行うことにより，RSSS（リアルス

ケール社会シミュレーション）に関する技術

の改善をはかるとともに，実務に役立てるこ

とができる環境の構築に取り組んでいる． 

5. 今年度の研究成果の詳細 

mdx 上で合成人口 DB インタフェースを構

築するため，608vCPU で仮想ディスク 100GB

の環境を確保し，北海道大学で運用している

合成人口データをコンテナ化することによ

り，mdx の Kubernetes 上に移動させ，保護レ

ベル別合成人口データベースの構築を目指

した． 具体的には，本研究課題の参加研究者

であり，jh220058の研究代表者でもある杉木

らが取り組む「次世代学術情報基盤に向けた

基盤ソフトウェアの実践的な研究・開発・評

価」課題で構築された「高性能 Kubernetes環

境」の上で，データベースサーバを構築する． 

さらに，今年度，データベースサーバ構築

に並行して，合成人口データを QGIS で可視

化する方法を解説する動画を作成した．具体

的には図３〜図５を作成するためのガイダ

ンス動画を作成した． 

1) QGISへの合成人口データのインポート 

2) QGISを使用した属性の表示 

	

	
図３：高槻市の合成人口データの可視化結果（世帯の所在する地域名と緯度経度座標は非表示） 
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図４：高槻市の合成人口データの可視化結果（家族類型別表示） 

 

図５：高槻市の合成人口データの可視化結果（年齢別表示） 

 

3) 地図の追加と操作（OpenStreetMap） 

4)スタイルの変更１（色や形の変更） 

5)スタイルの変更２（家族類型ごとの塗分け） 

6)スタイルの変更３（年齢別の塗分け） 

 例えば，大阪府高槻市内のある夫婦と子供

世帯について図３のような世帯情報を可視

化できる．また，図４のような家族類型別の

表示や図５のような年齢別の表示を行うこ

とにより，市内の家族構成別の分布状況を知

ることもできる． 

 また，合成人口データを利用して，合成人

口データの年度間補完方法，心理属性の追加，

経済シミュレーション，医療シミュレーショ

ン，防災シミュレーション，感染シミュレー

ション，電力需要予測など，多様な分野に展

開することができた[11-30]． 

6. 進捗状況の自己評価と今後の展望 

 今年度は杉木らの研究開発により，

Kubernetes 環境の構築に成功している．mdx

上に Kubernetes 環境構築までは達成できた

が，QGISのデータベースとの連動まで行うこ

とができなかった．並行して，QGISによるデ
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ータ分析が行えるような環境構築をするこ

とはできているので，Kubernetes環境でのデ

ータベースの整備を今後も進めることがで

きる． 

 2023年度も合成人口プロジェクトを JHPCN

共同利用・共同研究課題として採択されたが，

2023 年度は，2020 年度に実施された国勢調

査に基づく最新の人口データの合成に取り

組む予定である．並行して，2022年度に実現

できなかった Kubernetes環境上での QGISに

よるデータ分析環境の構築に取り組みたい．

なお，mdx によるデータ分析では，合成人口

データの流出の危険がある．現在の分析手法

では，図３から図５に示したように，データ

ベース操作者がデータの全属性にアクセス

可能であるため，データアクセス制限の掛け

方も課題となっている．NII が主導する研究

データエコシステムの事業などが並行して

進んでいるため，データアクセス技術につい

ても検討しながら，セキュアなデータ分析環

境の構築に取り組む予定である． 

 また，合成人口データを用いたリアルスケ

ール社会シミュレーションの社会導入先と

して，JST 未来社会創造事業本格研究におい

て自治体を対象にし，自治体のステークホル

ダーとの対話を通じた政策立案に取り組む

予定である． 
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